
12の４～13 （略） 12の４～13 （略）

間において、指定自立訓練（生活訓練）事業所等その他の事業所


において既に当該者の
就労につき就労移行支援体制加算が算定された者にあっては、市町村長が適当と認める
者に限る。以下この注において「就労定着者」という。）が前年度において１人以上いる
ものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による
届出を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所等において、指定自立訓練（生活訓練）
等を行った場合に、１日につき当該指定自立訓練（生活訓練）等を行った日の属する年
度の利用定員に応じた所定単位数に就労定着者の数（当該年度の前年度の９月30日時点


における当該指定自立訓練（生活訓練）事業所等の定員数を上限とする。


）を乗じて得た
単位数を加算する。

間において、当該


指定自立訓練（生活訓練）事業所等において既に当該者の就労につき
就労移行支援体制加算が算定された者にあっては、都道府県知事又は


市町村長が適当と

認める者に限る。以下この注において「就労定着者」という。）が前年度において１人以
上いるものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式
による届出を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所等において、指定自立訓練（生活
訓練）等を行った場合に、１日につき当該指定自立訓練（生活訓練）等を行った日の属
する年度の利用定員に応じた所定単位数に就労定着者の数を乗じて得た単位数を加算す
る。

第11の２・第12 （略） 第11の２・第12 （略）
第13 就労継続支援Ａ型 第13 就労継続支援Ａ型
１～２の２ （略） １～２の２ （略）
３ 就労移行支援体制加算 ３ 就労移行支援体制加算
イ・ロ （略） イ・ロ （略）
注１ イについては、１のイの就労継続支援Ａ型サービス費が算定されている指定就労
継続支援Ａ型事業所等において、指定就労継続支援Ａ型事業所等における指定就労継
続支援Ａ型等を受けた後就労（指定就労継続支援Ａ型事業所等への移行を除く。以下
この注１において同じ。）し、就労を継続している期間が６月に達した者（通常の事業
所に雇用されている者であって労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要
な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするものが、当該指定就労継続
支援Ａ型事業所等において指定就労継続支援Ａ型等を受けた場合にあっては、当該指
定就労継続支援Ａ型等を受けた後、就労を継続している期間が６月に達した者）（過去
３年間において、指定就労継続支援Ａ型事業所等その他の事業所


において既に当該者

の就労につき就労移行支援体制加算が算定された者にあっては、市町村長が適当と認
める者に限る。以下この３において「就労定着者」という。）が前年度において１人以
上いるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出
を行った指定就労継続支援Ａ型事業所等において、指定就労継続支援Ａ型等を行った
場合に、１日につき当該指定就労継続支援Ａ型等を行った日の属する年度の利用定員
及び評価点に応じた所定単位数に就労定着者の数（当該年度の前年度の９月30日時点


における当該指定就労継続支援Ａ型事業所等の定員数を上限とする。注２において同

じ。

）を乗じて得た単位数を加算する。

注１ イについては、１のイの就労継続支援Ａ型サービス費が算定されている指定就労
継続支援Ａ型事業所等において、指定就労継続支援Ａ型事業所等における指定就労継
続支援Ａ型等を受けた後就労（指定就労継続支援Ａ型事業所等への移行を除く。以下
この注１において同じ。）し、就労を継続している期間が６月に達した者（通常の事業
所に雇用されている者であって労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要
な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするものが、当該指定就労継続
支援Ａ型事業所等において指定就労継続支援Ａ型等を受けた場合にあっては、当該指
定就労継続支援Ａ型等を受けた後、就労を継続している期間が６月に達した者）（過去
３年間において、当該


指定就労継続支援Ａ型事業所等において既に当該者の就労につ

き就労移行支援体制加算が算定された者にあっては、都道府県知事又は


市町村長が適
当と認める者に限る。以下この３において「就労定着者」という。）が前年度において
１人以上いるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式によ
る届出を行った指定就労継続支援Ａ型事業所等において、指定就労継続支援Ａ型等を
行った場合に、１日につき当該指定就労継続支援Ａ型等を行った日の属する年度の利
用定員及び評価点に応じた所定単位数に就労定着者の数を乗じて得た単位数を加算す
る。

２ （略） ２ （略）
３の２～15 （略） ３の２～15 （略）
第14 就労継続支援Ｂ型 第14 就労継続支援Ｂ型
１～２の２ （略） １～２の２ （略）
３ 就労移行支援体制加算 ３ 就労移行支援体制加算
イ～ニ （略） イ～ニ （略）
注１ イについては、１のイの就労継続支援Ｂ型サービス費又はロの就労継続支援Ｂ型
サービス費を算定している指定就労継続支援Ｂ型事業所等であって、指定就労継続
支援Ｂ型事業所等における指定就労継続支援Ｂ型等を受けた後就労（指定就労継続支

注１ イについては、１のイの就労継続支援Ｂ型サービス費又はロの就労継続支援Ｂ型
サービス費を算定している指定就労継続支援Ｂ型事業所等であって、指定就労継続
支援Ｂ型事業所等における指定就労継続支援Ｂ型等を受けた後就労（指定就労継続支
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